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国内外において以下のような事由により、保険の対象となる⽅またはその親族等が捜索
費⽤や現地へ赴くための交通費・宿泊料等を負担した場合
■保険の対象となる⽅が搭乗している航空機・船舶が⾏⽅不明になった場合
■急激かつ偶然な外来の事故により、保険の対象となる⽅の生死が確認できない場合ま
たは、緊急の捜索・救助活動を要する状態になったことが公的機関により確認された場
合

■保険の対象となる⽅の居住に使用する住宅外において被った急激かつ偶然な外来の
事故によるケガのため、保険の対象となる⽅が事故の日からその日を含めて１８０日
以内に死亡または継続して１４日以上入院した場合

等
▶１事故について保険⾦額を限度に保険⾦をお⽀払いします。

※他の保険契約または共済契約から保険⾦または共済⾦が⽀払われた場合には、保険
⾦が差し引かれることがあります。

※保険の対象となる⽅またはそのご家族が、補償内容が同様の保険契約を他にご契約さ
れているときには、補償が重複することがあります。ご加入にあたっては補償内容を十分
ご確認ください。

・ご契約者または保険の対象となる⽅等の故意または重大な過
失によって生じた損害
・保険⾦の受取⼈の故意または重大な過失によって生じた損害
（その⽅が受け取るべき⾦額部分）
・地震・噴火またはこれらによる津波によって生じた損害
・保険の対象となる⽅の闘争⾏為、⾃殺⾏為または犯罪⾏為
によって生じた損害
・無免許運転や酒気帯び運転をしている場合に生じた事故に
よって生じた損害
・脳疾患、疾病または心神喪失によって生じた損害
・妊娠、出産、早産または流産によって生じた損害
・外科的⼿術等の医療処置（保険⾦が⽀払われるケガを治療
する場合を除きます。）によって生じた損害
・ピッケル等の登山用具を使用する山岳登はん、ハンググライダー
搭乗等の危険な運動等を⾏っている間に生じた事故によって生
じた損害
・むちうち症や腰痛等で、医学的他覚所⾒のないものによる損
害

等
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費⽤に関する補償

※ケガの保険とセットでのみ加入可
※団体総合生活保険の概要をご紹介したものです。ご加入にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。ご不明な点等がある場合には、《お問い合わせ
先》までご連絡ください。
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２．保険の対象となる方（被保険者）の範囲

※損害賠償保険は、「本人型」（ゴルフタイプ）と「家族型」（いつでもタイプ）があります。
弁護士保険は、「家族型」のみです。他の補償については、「本人型」のみとなります。

※保険の対象となる方の続柄は、損害の原因となった事故発生時におけるものをいいます。
※損害賠償保険、弁護士保険において、ご本人*1が未成年者または保険の対象となる方が責任無能⼒者で

ある場合は、未成年者または責任無能⼒者の親権者およびその他の法定の監督義務者等も保険の対象と
なる方に含みます（未成年者または責任無能⼒者に関する事故に限ります。）。

*1 dアカウントユーザーで本契約にお申込みいただいた方をいいます。
*2 団体契約の始期⽇時点の年齢をいいます。

【「保険の対象となる方（被保険者）について」における用語の解説】
（１）配偶者︓婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および⼾籍上の性別が

同⼀であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます（以下の
要件をすべて満たすことが書⾯等により確認できる場合に限ります。婚約とは異なりま
す）。①婚姻意思*3を有すること ②同居により夫婦同様の共同生活を送っていること

（２）親族 ︓６親等以内の⾎族および３親等以内の姻族をいいます（配偶者を含みません。）。
（３）未婚 ︓これまでに婚姻歴がないことをいいます。

*3 ⼾籍上の性別が同⼀の場合は夫婦同様の関係を将来にわたり継続する意思をいいます。

1.「保険の対象となる方（被保険者）ご本人*1」としてご加入いただける方

dアカウントユーザーで本契約にお申込みいただいた方

※保険の対象となる方（被保険者）ご本人*1の年齢*2等の加入条件がある補償があります。
各補償の「詳細」ページをご確認ください。

本人型 家族型
① ご本人*1 ○ ○
② ご本人*1の配偶者 － ○
③ ご本人*1またはその配偶者の同居のご親族 － ○
④ ご本人*1またはその配偶者の別居の未婚のお子様 － ○

保険の対象となる方（被保険者）について保険の対象となる方（被保険者）について保険の対象となる方（被保険者）について保険の対象となる方（被保険者）について

※こちらはAIほけんの全ての補償に共通です。

この保険は、株式会社NTTドコモを契約者とし、団体の構成員等を保険の対象となる方とする団体契約です。
保険証券を請求する権利、保険契約を解約する権利等は原則として株式会社NTTドコモが有します。
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